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1 １．接続可能量算定のフロー 

ステップ１ 
 接続可能量算定の検討断面の設定（評価対象とする時点の決定） 

ステップ２ 
 検討断面における需要の設定 

ステップ３ 
 検討断面における出力の設定（一般水力，原子力） 

ステップ４ 
 再エネの導入量に応じた出力の想定 

ステップ５ 
 現状制度における需給解析 
 （火力の抑制，揚水運転，３０日間の再エネ出力抑制の反映等） 

接続可能量 

拡大方策のオプションの
適用と対策量を検討 

オプションを採用した場
合の接続可能量の拡大 



2 ２．前提条件  

 第２回系統ＷＧで示された「再生可能エネルギーの接続可能量の算定方法に関する基本
的考え方について（案）」のとおり 

項目 小項目 考え方 （概要） 

ステップ１ 検討断面 1年間（24時間×365日＝8,760時間） 

ステップ２ 需要 2013年度発受電端需要実績に太陽光余剰契約の自家消費分を加算 

ステップ３ 
供給 

（ベース） 

原子力 既設設備（島根１，２，３号），利用率は，震災前３０年平均    

一般水力 震災前３０年平均（調整可能な水力は抑制・停止） 

地熱 該当なし 

ステップ４ 再エネ出力 

風力 
導入想定：①接続可能量１００万ｋＷ ②接続済＋接続申込済４７万ｋＷ 
2013年度発電実績から導入想定量に比例倍 

太陽光 2013年度日射量実績から太陽光出力を想定し導入想定量に比例倍 

風力・太陽光の合成 
晴天時：風力・太陽光の合成値を月毎，時間毎に分けて2σ値相当を算出 
曇天・雨天時：太陽光出力を月毎，時間毎の平均出力を算出 
ただしkWh制約検討時には日利用率を採用 

バイオマス・小水力 今後見込まれる量も含め１００万ｋＷ 

ステップ５ 回避措置 

火力 
ＬＦＣ２％確保，潮流調整が必要な系統・BOG消費を考慮 
供給力として必要のない域外の電発火力は受電ゼロ 

揚水 
俣野川・南原（３０万ｋＷ）は５台／６台（長期作業・計画外停止を考慮し，
N-1とする），新成羽川は全台考慮 
最大電源脱落時に対応できる上池容量を確保 

再エネ 
出力抑制 

風力と太陽光を合成した再エネを複数のグループに分割し，抑制必要量に相当する
グループのみ抑制する最適化抑制を考慮 

取引の活用 拡大オプションとして連系線を一定量活用した場合の感度分析として試算 



3 
３． 接続可能量の具体的な算定方法（１）  

 １年間の需給バランスを作成し，再エネを導入した場合にｋＷ制約およびｋＷｈ制約を確
認（揚水動力は最大限活用） 

【ｋＷ制約】 １時間毎に下げ代が確保できるか 

【ｋＷｈ制約】揚水発電所の上池容量の範囲内で運転可能か（週間運用も考慮） 

１日の需給バランス例 

算定方法 

【ｋＷ制約】需要を上回る再エネ
出力が揚水動力以下か 

【ｋＷｈ制約】揚水した上池の水
を発電して下池へ降ろせるか 

週間揚水イメージ 

上
池

容
量

 



4 
３． 接続可能量の具体的な算定方法（２）  

③ ｋＷ制約およびｋＷｈ制約のどちらかが制約となった場合は，再エネ
の出力抑制必要量（ｋＷおよびｋＷｈ）を１日単位で確認 

④ ③で確認した再エネの出力抑制必要
量に応じてグループ毎に抑制 

① 以下を条件に火力発電機を想定 
短周期変動対応として，ＬＦＣ調整力を需要の２％確保 
（ただし，大規模ＰＶについては，継続的に確認する） 
ＬＮＧについては，ＢＯＧ（Boil off Gas）消費のために必要な発電機を運転 
潮流調整が必要な場合，当該系統に接続する発電機を運転 
再エネの供給力がＬ５相当でもピーク需要に対応可能な供給力を確保 
 （並列火力は経済的なユニットを選定） 
生産に伴う副生ガスによる発電分は受電（共同火力） 

④ 太陽光導入量を増加させ，③で確
認した再エネの出力抑制日数が
30日になった時点の太陽光導入
量が接続可能量となる 

⑤ 太陽光導入量を増加させ，全グループ
の抑制日数が30日となった時点の太陽
光導入量が接続可能量となる 

最適化抑制を行う場合 最適化抑制を行わない場合 

② 太陽光導入量を仮に決定 



5 ４－１．【ステップ１，２】検討断面の設定と検討断面における需要設定 

検討断面は， ２０１３年度の８７６０時間（２４時間×３６５日）を対象 
需要は，自社需要実績に太陽光余剰契約の自家消費分を加算 

【２０１３年度 １３時需要（発受電端値，自家消費電力反映後）】 

（万kW） 

ゴールデンウィーク 
年末年始 



6 ４－２．【ステップ３】 検討断面における出力設定（一般水力） 

一般水力の出力は，平水（震災前過去３０年間の平均水量）とする。なお，調整池式は，
太陽光が発電する昼間帯において可能な限り出力を抑制 

※４月又は５月のＧＷを除く晴れた休日の１３時需要（１２～１３時１時間平均）が最も小さ
い日 

一般水力 
（万ｋＷ） 

備考 

最小需要日１３時の供給力 
（５月１２日）※ 

流れ込み式   １１．４ 
震災前過去３０年間の平均水量 
出水率：４３．７％ 

調整池式   １９．７ 
灌漑・工業用水等の責任放流に
必要な最低限の出力値 

貯水池式     ０ 

合 計  ３１．１ 

設備容量 
流れ込み式  ２６．１ 

調整池式  ７３．４ 

貯水池式   １．５ 

合 計 １０１．０ 



7 ４－３．【ステップ３】 検討断面における出力設定（原子力・地熱） 

原子力の出力は，震災前過去３０年（３０年経過していない場合は運転開始後の全期間）
の設備利用率平均を設備容量に乗じたもの 

地熱の導入実績および申込実績なし 

原子力 
（万ｋＷ，％） 

備考 

供給力（万kW） ２０１．９ 設備容量×利用率 

設備容量（万kW） ２６５．３ 
島根１号（ ４６．０） 
島根２号（ ８２．０） 
島根３号（１３７．３） 

利用率（%）  ７６．１ 

島根１号：１９８１年度～２０１０年度 
島根２号：運開年度の１９８８年度～２０１０年度 
島根３号：島根１・２号の利用率を採用 



8 ４－４．【ステップ４】 検討断面における再エネ出力想定（風力） 

風力発電出力の想定 
既設風力発電設備（特別高圧連系）の出力実績を基に，設備容量に対する出力比率

を算出 
風力発電の導入想定量は，以下の２パターン 

①接続可能量：１００万ｋＷ 
②接続見込み量： ４７万ｋＷ（接続済３０万ｋＷ＋接続申込済１７万ｋＷ） 

導入想定量に出力比率を乗じて風力発電出力を想定 

○出力データ評価 
発電出力を計測している特別高圧連系，２，０００ｋＷ以上の実績値を基に評価 

データ サンプル数 設備容量 採用期間 
接続済風力 １１箇所 ２８．２万ｋＷ ２０１３年度 



9 ４－５．【ステップ４】 検討断面における再エネ出力想定（太陽光） 

太陽光発電出力の想定 
分散型新エネルギー大量導入促進系統安定対策事業（ＰＶ３００）の中国地方測定地
点（２０地点）と気象庁（３地点）の日射量実測データから地区毎の太陽光出力を想定 
各地区の太陽光出力を合成し，中国エリアの太陽光出力を算定 
今後の接続量は，最新実績（H26.9末）の各県設備量に比例すると仮定 

松江市 

山口市 下関市 

萩市 

浜田市 

出雲市 
米子市 

鳥取市 

広島市 

呉市 周南市 

東広島市 

尾道市 

福山市 

三次市 

津山市 

岡山市 

倉敷市 

柳井市 

笠岡市 

ＰＶ３００の観測地点数：● 

気象庁の観測地点数：▲ 

山口 島根 広島 鳥取 岡山 
５ ３ ６ ２ ４ 

山口 島根 広島 鳥取 岡山 
１ １ １ ０ ０ 



10 ４－５．【ステップ４】 検討断面における再エネ出力想定（太陽光）イメージ 

測定地点データおよび市町村別の導入実績から各県別と中国エリア全体の出力を想定 

測 
定 
地 
点 

県 
別 

中 
国 
エ 
リ 
ア 

山口県 島根県 広島県 鳥取県 岡山県 

山口県 島根県 広島県 鳥取県 岡山県 

中国エリア 
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出力 

１７日 1081.6 

５日 1020.9 

９日  972.1 

２４日  181.0 

４－６．【ステップ４】検討断面における再エネ出力想定（太陽光と風力の合成） 

＜月単位の毎時間の太陽光・風力の出力算定方法（例）＞ 
①各月の毎時間の太陽光と風力の発電出力を合成 

太陽光【万ｋＷ】 

＋ 

風力【万ｋＷ】 

＝ 

合成【万ｋＷ】 

②各月の毎時間の合成出
力の２σ値相当を算定 

値が大きい順
に並べ替え 

合成【万ｋＷ】 

・
・
・ 

・
・
・ 

・
・
・ 

・
・
・ 

5% 

95% 

２σ値
相当 

③各月の毎時間の合成出力
の平均値を算定 

平均値 

出力 

平均値 611.5 

出力 

１日 646.9 

２日 

３日 

３１日 

出力 

１日 83.0 

２日 

３日 

３１日 

出力 

１日 729.9 

２日 

３日 

３１日 

月単位で毎時間の太陽光と風力の合成出力から以下の２ケースについて想定 
 ２σ値相当（当該月の上から２番目の出力） 
 平均値 



12 ４－７．【ステップ４】 検討断面における再エネ出力想定（天候考慮） 

①晴天と②曇天・雨天の分け方 
 太陽光発電出力が，①月平均を上回っている場合を晴天 
                ②  〃  下回っている場合を曇天・雨天   とする 

晴天，曇天・雨天時の出力想定 
 再エネ発電出力・・・晴天     ：太陽光・風力の合成出力の２σ値相当 

          曇天・雨天 ：太陽光・風力の合成出力の月平均値 

（ＭＷ） 

（日） 

太陽光・風力の出力イメージ（５月１３時） 
曇天・雨天 曇天・雨天 曇天・雨天 
合成２σ値相当（晴天） 

合成平均（曇天・雨天） 

想定出力 

曇天・雨天 

ＰＶ平均（曇天・雨天） 



13 ４－８．【ステップ４】 検討断面における再エネ出力想定（バイオマス・小水力） 

接続見込量（万ｋＷ） 設備利用率（％） 供給力（万ｋＷ） 

バイオマス  ９７．１ ５２．５ ５１．０ 

小水力      ２．９ ５５．２  １．６ 

合計 １００．０ － ５２．６ 

中国地方は，民有林が広範囲に分布しているという特徴があり，木材を比較的利用しや

すい環境から，ＦＩＴ制度施行以降，バイオマス利用の関心が高まっており，バイオマス発

電の申込みが増加しているため，接続見込量を小水力と合わせて１００万ｋＷと想定 

設備利用率は，実績およびバイオマスの発電形態ごとの特徴を考慮し算定 



14 ５－１．【ステップ５】 回避措置（火力発電の抑制）（１） 

火力発電（自社・他社）については，再エネを含めた需給変動を調整する観点から， 
 下記の内容を考慮し，安定供給に支障の無い範囲で，最低限必要な出力まで抑制 
 （または停止）。 

ＬＦＣ調整力として需要の２％を確保 
ＬＮＧについては，ＢＯＧ（Boil off Gas）消費のために必要な発電機を運転 
潮流調整が必要な場合，当該系統に接続する発電機を運転 
再エネの供給力がＬ５相当でもピーク需要に対応可能な供給力を確保 
 （並列火力は経済的なユニットを選定） 
生産に伴う副生ガスによる発電分は受電（共同火力） 

その結果，再生可能エネルギーを抑制する日は，域外の電発火力およびＩＰＰ火力は  
停止状態（ただし，火力については，補修を未考慮） 

最小需要日（５月１２日）１３時の火力出力を次ページに示す 
なお，最小需要日とは，４月又は５月のＧＷを除く晴れた休日の１３時需要（１２～１３時

１時間平均）が最も小さい日 



15 ５－１．【ステップ５】 回避措置（火力発電の抑制）（２） 

自社火力設備仕様と最小需要日１３時の火力出力 
自社火力 ５月１２日１３時出力 

発電所 燃料種別 認可出力 最低出力 （参考）ＬＦＣ最低 出力 備考 

玉島 
２ 

石油 

３５ １０．５ １２ ０ － 

３ ５０ １２．５ １５ ０ － 

岩国 
２ ３５ ７ ９ ０ － 

３ ５０ ９ １２．５ ０ － 

下松 ３ ７０ ２１ ２１ ０ － 

下関 ２ ４０ ８ １０ ０ － 

水島 １※1 

ＬＮＧ 
（ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ） 

２８．５ １６ １６ ２０．１ ＬＦＣ調整力（４．１） 

柳井 

１ 12.5×6機※3 5.5×6機 8×6機 ０ － 

２※1 19.8×4機※3 8×4機 12×4機 １５．５×２機 
ＬＦＣ調整力 
（３．５×２機） 

水島 ３ ＬＮＧ 
（ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾅﾙ） 

３４ １０．５ １４ ０ － 

玉島 １※2 ３５ １０．５ １２ ０ － 

三隅 １ 

石炭 

１００ ３０ ３０ ３２ 最低＋２※４ 

水島 ２ １５．６ ６．３ ６．３ ０ － 

新小野田 
１ ５０ １５ １５ ０ － 

２ ５０ １５ １５ １５ 最低 

下関 １ １７．５ ９ ９ ０ － 

【単位：万ｋＷ】 

※１ ＢＯＧ消費のため運転が必要な発電機                  
※２ 高需要期において潮流調整のため運転が必要な発電機 
※３ 柳井の認可出力は，１，２系合計で１４０．０万ｋＷ 
※４ グループ分けによる最適化抑制で生じる抑制分を調整 



16 ５－１．【ステップ５】 回避措置（火力発電の抑制）（３） 
他社火力設備仕様と最小需要日１３時の火力出力 

【単位：万ｋＷ】 
電源開発㈱火力 ５月１２日１３時出力 

発電所 燃料種別 認可出力 当社受電分 最低受電※ 出力 備考 

竹原 
１ 

石炭 

 ２５ ２２．８ １１．４ ０ － 
３  ７０ ６５．３ ３１．１ ３１．１ 最低 

松島 
１  ５０ ２３．４ １１．３ ０ － 
２  ５０ ２３．４ １１．３ ０ － 

松浦 
１ １００ ３７．８ １４．７ ０ － 
２ １００ ３７．７ １２．６ ０ － 

橘湾 
１ １０５ １４．２  ４．７ ０ － 
２ １０５ １４．２  ４．７ ０ － 

【電源開発火力】 

※当該ユニットの最低出力運転時の当社受電分 

IPP火力 ５月１２日１３時出力 
発電所 燃料種別 最大受電 最低受電※ 出力 備考 

宇部興産 
石炭 

１９．５ ４ ０ － 
三菱レイヨン ４ １．２ ０ － 

【ＩＰＰ火力】 【単位：万ｋＷ】 

共同火力 ５月１２日１３時出力 
発電所 燃料種別 最大受電 最低受電 出力 備考 
福山 

副生ガス／石油 
４０．２ １０．９ １０．９ 副生ガス 
２９．２  １．８  １．８ 副生ガス 倉敷 

【共同火力】 【単位：万ｋＷ】 
※当該ユニットの最低出力運転時の当社受電分 



17 ５－２．【ステップ５】 回避措置（揚水式水力の活用） 

補修作業・計画外停止を考慮し，揚水機１台（３０万ｋＷ）停止を前提 
   揚水動力を最大１７１万ｋＷ織込み（２０１万ｋＷ－３０万ｋＷ） 
揚水の活用にあたっては，以下の制約を考慮 

【ｋＷ制約】１時間毎に下げ代が確保できるか確認 

【ｋＷｈ制約】揚水発電所の池容量の範囲内で運転可能か確認 

休日の揚水分のうち当日に発電できなかった分を平日に発電する週間運用を考慮 

再エネの余剰分を揚水の活用で対応することにより，３割のロスが発生し，国民負担が増加 

設備仕様 備考 

発電出力合計（万kW） ２１２ 

揚水動力合計（万kW） ２０１ 

揚水動力換算容量（万ｋＷｈ） １，６８７ 
俣野川  ：１，１７０万ｋＷｈ÷３０万ｋＷ＝３９ｈ 
南原    ：  ４５０万ｋＷｈ÷３０万ｋＷ＝１５ｈ 
新成羽川：   ６７万ｋＷｈ÷ ７万ｋＷ＝ ９ｈ 

設備仕様の内訳（万ｋＷ） 
（発電出力／揚水動力） 

俣野川１Ｇ～４Ｇ（３０/３０） 
南原１Ｇ～２Ｇ（３１/３０） 
新成羽川１Ｇ（７．７/-（発電専用））,２Ｇ～４Ｇ（７．６/７） 

揚水稼働台数 

稼働台数／全台数 俣野川・南原：５台／６台，新成羽川：３台／３台 



18 【参考１】 回避措置（揚水式水力の活用） 新成羽川揚水発電所 

新成羽川発電所は，混合揚水（自流分を含む揚水）であり，以下を考慮した運用が必要 
 【運用にあたり考慮すべき事項】 
上池に比べて，下池の容量が極端に小さい 
灌漑・工業用水等の確保のため，一定量を河川へ放流することが必要 

短時間であれば揚水動力として期待できるものの，下池容量の全量を揚水動力として期待
することはできない 

   ⇒使用できる新成羽川揚水の池容量は，河川への放流分等を控除 

揚水 

下池から河川へ一定量 
（225万ｍ３／日）を放流 

下池 
容量：574万ｍ３ 

【新成羽川揚水発電所の概要】 

揚水 
発電所 上池 

容量：8050万ｍ３ 

発電 

揚水動力として 
活用可能な池容量 
275万ｍ３ 

揚水動力換算 
 67万ｋＷｈ 
 

河川 

 
 

上池容量 
8050万m3 

    下池容量574万m3 

河川への放流量225万m3 

揚水起動条件分74万m3 



19 ６－１．風力接続量変化ケースの試算結果 

風力想定値を①接続可能量，②現在の接続見込量の２ケースについて， ５００ｋＷ以上
の風力・太陽光を３０日の最適化抑制した場合の太陽光の接続可能量を試算 
太陽光出力の高い昼間は，風力出力が低い傾向にあるため，両者の差は小さい 
拡大オプションは風力１００万ｋＷを接続したケース①をベースケースとして試算 

【検討断面】４月又は５月のＧＷを除く晴れた休日の１３時需要（１２～１３時１時間平均）が
最も小さい日（５月１２日） 

風力想定値（ａ） 

①ベースケース 
接続可能量（１００万ｋＷ） 

②接続見込ケース 
接続見込量（４７万ｋＷ） 

太陽光接続可能量：（ｂ）（万kW） ５５８ ５６０ 

合成2σ値相当出力（万kW） 
４６３ 

（太陽光：４３５，風力：２８） 
４５０ 

（太陽光：４３７，風力：１３） 

合成最大出力（万kW） 
４９０ 

（太陽光：４５６，風力：３４） 
４７４ 

（太陽光：４５８，風力：１６） 

昼間最低需要：（ｃ）（万kW） ５５４ ５５４ 

（ａ）／（ｃ）（%） １８．１ ８．５ 

（ｂ）／（ｃ）（%） １００．７ １０１．１ 



20 ６－２．太陽光・風力合計の発電電力量の試算結果 

風力想定値を①接続可能量，②現在の接続見込量の２ケースについて，２０１３年度実績
利用率により，太陽光と風力の合計発電電力量を想定 

【５００ｋW未満太陽光】 
 

 
【５００ｋW以上太陽光，風力】 

 
 
 

風力想定値 

①ベースケース 
接続可能量（１００万ｋＷ） 

②接続見込ケース 
接続見込量（４７万ｋＷ） 

太陽光 

年間利用率 （％） 
２０１３年度実績 

１４．２ １４．２ 

発電電力量 （億kWh） ６６．０５ ６６．２８ 

風力 

年間利用率 （％） 
２０１３年度実績 

１５．８ １５．８ 

発電電力量 （億kWh） １２．７０ ５．９７ 

合計 発電電力量 （億kWh） ７８．７５ ７２．２５ 

発電電力量 ＝ 接続可能量（または接続見込量）×年間利用率×８７６０時間 

３０日抑制を考慮 

３６５日 
発電電力量 ＝ 接続可能量（または接続見込量）×年間利用率×             ×８７６０時間 

３６５日－３０日 
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出力（万ｋＷ） 

１３時 ２０時 

自社火力 

石油   ０   ０ 
ＬＮＧ  ５１  ５２ 
石炭  ４７  ６０ 
計  ９８ １１２ 

他社火力 

地内電発  ３１  ３１ 
域外電発   ０   ０ 
共同火力  １３  １３ 

ＩＰＰ   ０   ０ 
計  ４４  ４４ 

再エネ 

合成２σ値相当 ４６３  ３５ 
（太陽光） （４３５） （  ０） 
（風力） （ ２８） （ ３５） 
一般水力  ３１  ７０ 

地熱   ０   ０ 
バイオマス  ５１  ５１  
小水力   ２   ２  

計 ５４７ １５８ 

７－１．昼間最小需要日※１の需給バランス 

※１ ４月又は５月のＧＷを除く晴れた休日の１３時需要（１２～１３時１時間平均）が最も小さい日（５月１２日） 

出力（万ｋＷ） 
１３時 ２０時 

自家発   ０   ０ 
原子力 ２０２ ２０２ 
揚水 ▲１７１  ９６ 

再エネ抑制※２ ▲１６６   ０ 
合計   ５５４ ６１２ 

※２ グループ分けによる最適化抑制をした場合の再エネ抑制量 
需給バランスイメージ 

【ベースケース（風力：接続可能量１００万ｋＷ）の需給バランス】 



22 ７－２．昼間最小需要日※の火力電源構成 

自社火力 出力 
発電所 燃料種別 認可出力 最低出力 （参考）ＬＦＣ最低 １３時 ２０時 

水島 １※1 ＬＮＧ 
（ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ） 

２８．５ １６ １６ ２０．１ ２０．１ 

柳井 ２※1 19.8×4機 8×4機 12×4機 15.5×2機 16.1×2機 

三隅 １ 

石炭 

１００ ３０ ３０ ３２※３ ３０ 

新小野田 
１ ５０ １５ １５  ０ １５ 

２ ５０ １５ １５ １５ １５ 

【単位：万ｋＷ】 

※１ ＢＯＧ消費のため運転が必要な発電機   
※２ 高需要期において潮流調整のため運転が必要な発電機 
※３ グループ分けによる最適化抑制で生じる抑制分を調整 

【単位：万ｋＷ】 
電源開発㈱火力 出力 

発電所 燃料種別 認可出力 当社受電分 最低出力 １３時 ２０時 
竹原 ３ 石炭 ７０ ６５．３ ３１．１ ３１．１ ３１．１ 

共同火力 出力 
発電所 燃料種別 最大受電 最低受電 １３時 ２０時 
福山 

副生ガス／石油 
４０．２ １０．９ １０．９ １０．９ 

倉敷 ２９．２  １．８  １．８  １．８ 

【単位：万ｋＷ】 

※１ ４月又は５月のＧＷを除く晴れた休日の１３時需要（１２～１３時１時間平均）が最も小さい日（５月１２日） 

【ベースケース（風力：接続可能量１００万ｋＷ）の火力電源構成】 
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系統側蓄電池 

事業者側蓄電池 

８－１．拡大オプション（蓄電池活用）の検討方法 

蓄電池を昼間に充電し，夜間に放電するとして，以下のケースを検討 
 蓄電池種別 ：リチウムイオン電池，効率９０％ 
 蓄電池容量 ：太陽光１ｋＷあたり①１ｋＷｈ，②５ｋＷｈ の２ケース 
 設置場所    ：現状承諾分以降の事業者側または系統側 
 出力抑制 

事業者に蓄電池を導入した場合：蓄電池設置した太陽光事業者は出力抑制なし 
系統側に蓄電池を導入した場合：５００ｋＷ以上全事業者の３０日抑制 

  昼間の再エネ

による余剰電
力を蓄電池に
充電し，夜間に
放電する。 



24 ８－２．拡大オプション（蓄電池活用）の試算結果 

設置場所 蓄電池容量（ｋＷｈ） 
（太陽光１ｋＷあたり） 

接続可能量 
（万ｋＷ） 

年間充放電ロス 
（万ｋＷｈ） 

蓄電池容量 
（万ｋＷｈ） 

ベースケース（現行制度） ５５８ － － 

事業者側 
１ ６１１（＋  ５３）  ７，６２９    ２０９ 

５ ８２９（＋２７１） ３８，０３２ ２，１３５ 

系統側 ５ １，０００以上 
（＋４４２以上） ３０，６５８以上 ２，９９０以上 

現状承諾分以降の再生可能エネルギーに対し，蓄電池を導入した場合の太陽光接続可
能量を試算 



25 ８－３. 拡大オプション（連系線活用）の試算結果 

地域外へ２０万ｋＷを２４時間の一定で送電した場合の感度分析として試算 
現時点では，接続申込済を含めた太陽光の導入量が接続可能量を超過しておらず，自
エリアで余剰電力を吸収することが可能なため拡大オプションと位置づけ 

連系線により 
地域外へ送電 

接続可能量（万ｋＷ） 備考 
ベースケース（現行制度）  ５５８ ５００ｋＷ以上は出力抑制３０日 

連系線の活用 ５７９（＋２１） 



26 ９．太陽光接続可能量の試算結果 

※１：出力抑制は，グループ化による最適化抑制 
※２：現状承諾分：４０２万ｋＷ（Ｈ２６年１２月末時点における接続申込量＋接続量の想定値） 

接続可能量 
（万ｋＷ） 

出力抑制※１の前提条件 

 現状承諾分※２ 現状承諾分以降 
500kW以上 500kW未満 500kW以上 500kW未満 

ベースケース（現行制度） ５５８ 

３０日 

なし 

３０日 

なし 

拡
大
オ
プ
シ
ョ 
ン 

出
力
抑
制 

６０日 ５８２（＋ ２４） ６０日 

時間単位 ６２２（＋ ６４） 
太陽光：３６０時間 
風   力：７２０時間 

全ての規模の太陽光          
５７６（＋ １８） 

３０日 
６１３（＋ ５５） ３０日 

蓄
電
池
活
用 

１ｋＷｈ/１ｋＷを事業者側に設置 ６１１（＋ ５３） 

なし 

なし（蓄電池設置） 
５ｋＷｈ/１ｋＷを事業者側に設置 ８２９（＋２７１） 

５ｋＷｈ/１ｋＷを系統側に設置 １，０００以上 
３０日 なし 

連系線活用（２０万ｋＷ） ５７９（＋ ２１） 

(参考)抑制なし ２９９ なし 

現行制度における太陽光接続可能量をベースケースとし，拡大オプションを適用した場合
の太陽光接続可能量の試算結果 
風力は接続可能量１００万ｋＷ，バイオマス・小水力は接続見込量１００万ｋＷを前提 



27 【参考２】 バイオマス追加ケースの試算結果 

バイオマスを１０万ｋW追加導入した場合の太陽光接続可能量を試算 
バイオマスの種類によって利用率は異なると想定されるため，第７回新エネルギー小委
員会（H26.12.2）において，バイオマスの優先給電ルール見直しが議論されたことを踏ま
え，以下のとおり３類型に区分して試算 

① 優先給電ルールに配慮が必要 ：利用率 ８０％ 
② 一定の制約はあるが，調整電源として活用可能 ：利用率 ５０％ 
③ 実質的に火力発電と同様の特徴 ：利用率 停止 

接続可能量 
（万ｋＷ） 

再エネ発電量 
の増減量（万ｋＷｈ） 

備考 

ベースケース ５５８ － 

バイオマス 
１０万ｋW追加 

５５４（▲４） ＋３３,２２６ 
①３．３万ｋW：利用率８０％ 
②３．３万ｋW：利用率５０％ 
③３．３万ｋW：停止 



28 【参考３】 過去の需要実績に基づく出力抑制の試算結果 

下記の前提において出力抑制が何日となるか試算 

 需要：２０１１～２０１３年度の実績値 

 風力：２０１１～２０１３年度の実績値を接続可能量１００万ｋＷに比例倍 

 太陽光：２０１１～２０１３年度の想定値をベースケース５５８万ｋＷに比例倍 

 上記以外は，ベースケース（現行制度）の試算と同様 

抑制量は，合成した風力と太陽光の出力比率で按分 

※１ 年間抑制率 ＝                   ×１００ 
年間発電量＋年間抑制量 
 

年間抑制量 

年度 
出力抑制 
延べ日数 

（日） 

最適化 
抑制日数 
（日） 

広島県の 
晴天日数 

（日） 

年間抑制量（万ｋＷｈ） 年間抑制率（％）※１ 

太陽光 風力 合計 太陽光 風力 合計 

２０１１ ５１ １０ １８１   ４，９９５ １６１  ５，１５６ ０．８ ０．１ ０．７ 

２０１２ ７４ １４ ２２９   ７，４５７ ２９８  ７，７５５ １．１ ０．２ ０．９ 

２０１３ ７７ １７ ２１１ １０，８１５ ４２１ １１，２３６ １．５ ０．３ １．３ 
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